
俸給表

府省名 行(一) 行(二)
専門
行政

税務 公(一) 公(二) 海(一) 海(二) 教(一) 教(二) 研究 医(一) 医(二) 医(三) 福祉 指定 計

人 事 院 9 9 9

内 閣 府 863 6 2 871 1 872

国 家 公 安 委 員 会 63 11 1 75 75

総 務 省 52 1 53 53

法 務 省 143 1 230 216 3 4 5 602 24 626

出入国在留管理庁 144 26 170 170

公 安 調 査 庁 24 24 24

財 務 省 284 3 14 1 302 302

国 税 庁 2 5 511 1 519 1 520

厚 生 労 働 省 307 121 9 20 32 188 7 684 684

農 林 水 産 省 9 61 70 70

林 野 庁 18 18 18

水 産 庁 4 4 4

経 済 産 業 省 9 9 9

特 許 庁 1 1 1

国 土 交 通 省 116 303 419 419

気 象 庁 226 226 226

海 上 保 安 庁 115 1 1,569 1 1,686 1,686

環 境 省 22 22 2 24

独 立 行 政 法 人
駐 留 軍 等 労 働 者
労 務 管 理 機 構

69 69

合 計 2,387 132 379 511 267 1,809 14 23 36 195 7 4 5,764 4 69 24 5,861

構 成 比 ( ％ ) 41.4 2.3 6.6 8.9 4.6 31.4 0.2 0.4 0.6 3.4 0.1 0.1 100.0

※　「令和元年度一般職の国家公務員の任用状況調査（令和2年１月15日現在）」による。ただし、駐留軍等労働者労務管理機構の職員数は沖縄事務所調べ。

１　沖縄事務所管内における一般職国家公務員の在職状況
（単位：人）

給　　　与　　　法　　　適　　　用　　　職　　　員
任期付
職員

行政
執行
法人

検察官 合 計
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給 与 勧 告 の 骨 子

○ 給与勧告のポイント

ボーナスを引下げ（△0.05月分）

月例給については、別途必要な報告・勧告を予定

Ⅰ 給与勧告制度の基本的考え方

（給与勧告の意義と役割）

・ 国家公務員給与は、社会一般の情勢に適応するように国会が随時変更することができる。

その変更に関し必要な勧告・報告を行うことは、国家公務員法に定められた人事院の責務

・ 勧告は、労働基本権制約の代償措置として、国家公務員に対し適正な給与を確保する機

能を有するものであり、能率的な行政運営を維持する上での基盤

・ 公務には市場の抑制力という給与決定上の制約がないことから、給与水準は、経済・雇

用情勢等を反映して労使交渉等によって決定される民間の給与水準に準拠して定めること

が最も合理的

Ⅱ ボーナスの改定等

１ 民間給与の調査

約12,000民間事業所を対象に調査。新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響によ

り、ボーナスに関する調査を実地によらない方法で先行実施（完了率80.3％）

なお、月例給に関する調査は９月30日まで実施

<ボーナス> 昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の支給実績（支給割合）と公務

の年間の支給月数を比較

○ 民間の支給割合 4.46月 （公務の支給月数 4.50月）

２ ボーナスの改定の内容と考え方

民間の支給割合との均衡を図るため引下げ 4.50月分→4.45月分

民間の支給状況等を踏まえ、期末手当の支給月数に反映

（一般の職員の場合の支給月数）

６月期 12月期

令和２年度 期末手当 1.30 月（支給済み） 1.25 月（現行1.30月）

勤勉手当 0.95 月（支給済み） 0.95 月（改定なし）

３年度 期末手当 1.275月 1.275月

以降 勤勉手当 0.95 月 0.95 月

[実施時期]

法律の公布日

３ 月例給

公務と民間の４月分の給与額を比較し、必要な報告・勧告を予定

行政職(一)…現行給与 408,868円 平均年齢 43.2歳〔対前年 △2,255円、△0.2歳〕
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報 告 の 骨 子

○ 今回の報告のポイント

月例給の改定なし

民間給与との較差（△0.04％）が極めて小さく、俸給表及び諸手当の適切な改定

が困難であることから、月例給の改定を行わない。

１ 民間給与との比較

約12,000民間事業所の約43万人の個人別給与を実地調査（完了率80.2％）

公務と民間の４月分給与を調査し、主な給与決定要素である役職段階、勤務地域、

学歴、年齢を同じくする者同士を比較

○ 民間給与との較差 △164円 △0.04％

〔行政職(一)…現行給与 408,868円 平均年齢 43.2歳〕

２ 改定方針

民間給与との較差が極めて小さく、俸給表及び諸手当の適切な改定が困難である

ことから、月例給の改定を行わない。

（参考）ボーナスの改定（令和２年10月７日勧告）

民間の支給割合（4.46月）との均衡を図るため引下げ 4.50月分→4.45月分

民間の支給状況等を踏まえ、期末手当の支給月数に反映
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勧告年月日 内　　　　　容 実施年月日 内　　　　　容

３５．　８．　８ １２．４％引上げ ３５．１０．　１ （一部手直しのほか勧告どおり）

３６．　８．　８ 　７．３％　〃 ３６．１０．　１ 勧告どおり

３７．　８．１０ 　９．３％　〃 ３７．１０．　１ （一部手直しのほか勧告どおり）

３８．　８．１０ 　７．５％　〃 ３８．１０．　１ 勧告どおり

３９．　８．１２ 　８．５％　〃 ３９．　９．　１ 　　〃

４０．　８．１３ 　７．２％　〃 ４０．　９．　１ 　　〃

４１．　８．１２ 　６．９％　〃 ４１．　９．　１ 　　〃

４２．　８．１５ 　７．９％　〃 ４２．　８．　１ 　　〃(ただし、都市手当を調整手当とする)

４３．　８．１６ 　８．０％　〃 ４３．　７．　１ 　　〃

４４．　８．１５ １０．２％　〃 ４４．　６．　１ 　　〃

４５．　８．１４ １２．６７％〃 ４５．　５．　１ 　　〃

４６．　８．１３ １１．７４％〃 ４６．　５．　１ 　　〃

４７．　８．１５ １０．６８％〃 ４７．　４．　１ 　　〃

４８．　８．　９ １５．３９％〃 ４８．　４．　１ 　　〃

４９．　７．２６ １８．６２％〃 ４９．　４．　１ 　　〃

(49.5.30 １０％引上げの暫定支給措置あり)

５０．　８．１３ １０．８５％引上げ ５０．　４．　１ 　　〃

５１．　８．１０ 　６．９４％　〃 ５１．　４．　１ 　　〃

５２．　８．　９ 　６．９２％　〃 ５２．　４．　１ 　　〃

５３．　８．１１ 　３．８４％　〃 ５３．　４．　１ 　　〃

５４．　８．１０ 　３．７０％　〃 ５４．　４．　１ 　　〃
(指定職は 54.10.1)

５５．　８．　８ 　４．６１％　〃 ５５．　４．　１ 　　〃

(指定職は 55.10.1)

５６．　８．　７ 　５．２３％　〃 ５６．　４．　１ 　　〃(一部手直しのほか勧告どおり)

(指定職は 57.4.1)

５７．　８．　６ 　４．５８％　〃 　　　 － 　－

５８．　８．　５ 　６．４７％　〃 ５８．　４．　１ 修正実施(2.03%)

５９．　８．１０ 　６．４４％　〃 ５９．　４．　１ 　 〃 　(3.37%)

６０．　８．　７ 　５．７４％　〃 ６０．　７．　１ 勧告どおり

６１．　８．１２ 　２．３１％　〃 ６１．　４．　１ 　　〃

６２．　８．　６ 　１．４７％　〃 ６２．　４．　１ 　　〃

６３．　８．　４ 　２．３５％　〃 ６３．　４．　１ 　　〃

　元．　８．　４ 　３．１１％　〃 　元．　４．　１ 　　〃

　２．　８．　７ 　３．６７％　〃 　２．　４．　１ 　　〃

　３．　８．　７ 　３．７１％　〃 　３．　４．　１ 　　〃

　４．　８．　７ 　２．８７％　〃 　４．　４．　１ 　　〃

　５．　８．　３ 　１．９２％　〃 　５．　４．　１ 　　〃

　６．　８．　２ 　１．１８％　〃 　６．　４．　１ 　　〃

　７．　８．　１ 　０．９０％　〃 　７．　４．　１ 　　〃

　８．　８．　１ 　０．９５％　〃 　８．　４．　１ 　　〃

　９．　８．　４ 　１．０２％　〃 　９．　４．　１ 　　〃
(指定職は 10.4.1)

１０．　８．１２ 　０．７６％　〃 １０．　４．　１ 　　〃

１１．　８．１１ 　０．２８％　〃 １１．　４．　１ 　　〃

１２．　８．１５ 　０．１２％（俸給表の改定見送り） １２．　４．　１ 　　〃

１３．　８．　８ 　０．０８％( 〃 、暫定的な一時金の支給) １３．　４．　１ 　　〃

１４．　８．　８ 　２．０３％引下げ １４．１２．　１ 　　〃

１５．　８．　８ 　１．０７％引下げ １５．１１．　１ 　　〃

１６．　８．　６ 　改定なし（官民較差は０．０１％） １６．１０．２８ 　　〃

１７．　８．１５ 　０．３６％引き下げ １７．１２．　１ 　　〃

１８．　８．　８ 　水準改定の勧告なし(官民較差は０.００％) － 　　－

１９．　８．　８ 　０．３５％引き上げ １９．　４．　１ 勧告どおり（指定職は実施見送り）

２０．　８．１１ 　水準改定の勧告なし(官民較差は０.０４％) － 　　－

２１．　８．１１ 　０．２２％引き下げ ２１．１２．　１ 勧告どおり

２２．　８．１０ 　０．１９％引き下げ ２２．１２．　１ 　　〃

２３．　９．３０ 　０．２３％引き下げ ２４．　３．　１ （一部手直しのほか勧告どおり）

２４．　８．　８ 　水準改定の勧告なし(官民較差は０.０７％) － 　　－

２５．　８．　８ 　給与等に関する報告(勧告なし：官民較差は０.０２％) － 　　－

２６．　８．　７   ０．２７％引き上げ  ２６．  ４．  １ 勧告どおり

２７．　８．　６   ０．３６％引き上げ  ２７．  ４．  １ 　　〃

２８．　８．　８   ０．１７％引き上げ  ２８．  ４．  １ 　　〃

２９．　８．　８   ０．１５％引き上げ  ２９．  ４．  １ 　　〃

３０．　８．１０   ０．１６％引き上げ  ３０．  ４．  １ 　　〃

　元．　８．　７   ０．０９％引き上げ  ３１．  ４．  １ 　　〃

　２．１０．　７

　２．１０．２８

人　事　院　勧　告 国　　会　　決　　定

３　人事院の給与勧告と実施状況の概要

　 ２．１１．３０
　水準改定の勧告なし(官民較差は０.０４％)
　※ 10月7日に賞与の改定を先行して勧告。10月28日
　　に月例給は改定しないことを報告。

　　〃
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５ 人事院沖縄事務所の組織及び事務分掌 

令和３年４月１日現在 

 

 

・事務所の内部管理に関する事務 

・こころの健康相談室、こころの健康にかかる 

職場復帰相談室の事務 

・職員団体制度に関する事務 

・所の所掌事務で他の所掌に属さないもの 

 

 

 

 

 

・服務、懲戒制度に関する事務 

・勤務時間・休暇制度及び調査に関する事務 

・セクシュアル・ハラスメント及び妊娠、出産、

育児又は介護に関するハラスメントの防止に

関する事務 

・健康管理・安全管理制度及び監査に関する事務

（こころの健康相談室、こころの健康にかかる

職場復帰相談室の事務を除く） 

・研修その他能率に関する事務 

 

 

 

・任免及び分限制度に関する事務 

・選考採用の審査等に関する事務 

・任用状況調査に関する事務 

・採用候補者名簿の管理等の事務 

・採用候補者の採用促進に関する事務 

・採用試験の実施及び採用手続きに関する事務 

 

 

 

 

・給与関係法令の実施に関する事務 

・給与簿の検査に関する事務 

・高齢社会に対応する人事行政等に関する事務 

・不服申立ての受付等公平審理に関する事務 

・苦情相談等に関する事務 

 

 

主 査 

（総 務） 

主 査 

（職員・研修） 

主 査 

（任用・試験） 

主 査 

（給与・公平） 

総 務 課 長 

調 査 課 長 

所  長 
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